
新型コロナウイルス感染症対策特別委員会（第３回） 

確認事項報告書 

（令和２年８月２６日） 





新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

危機管理監 

危機管理課 

新型コロナウイルス感染

症対策基金積立金につい

て 

市民や企業の皆様から寄せられた寄附を基に、新型コロナウイルス感染症対策

を推進するために創設された基金の現状を伺う。また、対策に要した金額と内

容を伺う。 

自由民主党浜松 

１ 

回答 

・新型コロナウイルス感染症対策基金積立金条例を本年６月 17日制定。 

・基金条例制定前の寄付金額：９，２１７，７００円 ・基金条例制定後の寄付金額：７，１５８，９０５円（８月２０日現在） 

・８月２０日現在、積立金額０円（年度内に積立てを実施） 

・基金は、今後新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の特定財源として充当する。 

＜危機管理課で執行した主なもの（８月２０日現在）＞  

・サージカルマスク５０万枚：３６，３００，０００円 

・Ｎ９５マスク４００枚：１９８，０００円 

・防護服１２，４００枚：４，０５９，０００円 

・段ボールパーテーション９，５２０枚：１７，２７８，８００円 

・非接触型温度計１０８個：６７７，１６０円 

メモ 

1



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

福祉総務課 

特別定額給付金について 特別定額給付金の給付済数と申請不備数と申請不備数への再返送数と再申請へ

の給付済み数、全て完了時期、未申請の数。 

公明党 
2 

回答 

《令和２年８月２１日時点》 

給付済数…325,407 件 

申請不備数…29,421 件 

申請不備数への再返送数…20,840 件 

再申請への給付済み数…20,000 件 

全て完了時期…令和２年１０月３１日を予定 

未申請の数…5,763 件 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

福祉総務課 

特別定額給付金について 申請件数（率）、給付件数（率）、未申請件数（率）の一覧 日本共産党浜松

市議団 
3 

回答 

《令和２年８月２１日時点》 

申請件数（率）…337,853 件（98.3％） 

給付件数（率）…325,407 件（94.7％） 

未申請件数（率）…5,763 件（1.7％） 

メモ 

2



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

福祉総務課 

特別定額給付金について ・給付状況 

・未返送世帯数とその対策（ひとり暮らしの高齢者や障害者へのフォロー） 

市民サポート 

浜松 
4 

回答 

・給付状況（NO.3・4 のとおり） 

・未返送世帯数…5,763 件 

・未返送世帯への対策（ひとり暮らしの高齢者や障害者へのフォロー）…申請期限が令和２年９月８日（火）と近づいたことから、高齢者

福祉課・障害保健福祉課・介護保険課のメーリングリストを活用し、高齢者・障害者の支援機関に対して、再度、支援が必要な方への声

掛け等を依頼していく。また、未返送世帯 5,763 件については、申請期限を改めてお知らせする通知を発送する。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

福祉総務課 

特別定額給付金について コールセンターにおける外国語対応の体制と実績はどうか。 日本共産党浜松

市議団 
5 

回答 

・コールセンターにおいてはコールセンター職員、通訳者、当事者（外国人）の３者間通話で対応。 

《参考》応答件数 51,663 件 

    外国語対応…英語 21件、中国語 2件、ポルトガル語…136 件 

メモ 

3



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

障害保健福祉課 

移動支援サービス等につ

いて 

サービス利用者から外出などを控えているという声を聞くが、移動支援、同行

援護、行動援護サービスの利用状況はどのようになっているのか。（前年度との

比較） 

市民サポート浜松 6 

回答 
別紙のとおり。 

メモ 

4



〇確認事項　「№6　移動支援サービス等について」

１　移動支援サービス

１月 ２月 ３月 ４月 ５月

H31 1,957.5 1,982.3 2,335.0 2,198.8 2,214.4

R2 2,172.5 2,275.0 1,933.3 1,646.5 1,648.5

11.0% 14.8% △17.2% △25.1% △25.6%

H31 197 203 216 210 201

R2 222 217 186 157 165

12.7% 6.9% △13.9% △25.2% △17.9%

２　同行援護サービス

１月 ２月 ３月 ４月 ５月

H31 1,306.0 1,438.0 1,694.0 1,688.0 1,601.0

R2 1,636.0 1,656.0 1,266.0 979.7 1,003.8

25.3% 15.2% △25.3% △42.0% △37.3%

H31 101 106 116 117 115

R2 118 119 108 101 102

16.8% 12.3% △6.9% △13.7% △11.3%

３　行動援護サービス

１月 ２月 ３月 ４月 ５月

H31 85.0 71.0 85.0 87.0 87.0

R2 113.0 114.0 122.0 120.5 112.0

32.9% 60.6% 43.5% 38.5% 28.7%

H31 7 7 8 8 8

R2 11 10 10 13 13

57.1% 42.9% 25.0% 62.5% 62.5%

障害保健福祉課

新型コロナウイルス感染症対策特別委員会（資料）

区　　分

実利用者数
（人）

対前年比

利用量
（時間）

対前年比

実利用者数
（人）

対前年比

区　　分

利用量
（時間）

対前年比

区　　分

利用量
（時間）

対前年比

実利用者数
（人）

対前年比

5



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

健康医療課 

軽症者用の施設 軽症者用の受け入れ施設として民間施設の借用が可能との報道があったが、さ

らに受け入れ可能数を増やすための検討は進んでいるのか。 

市民クラブ 
7 

回答 

・軽症者等に係る宿泊療養施設は、厚生労働省事務連絡（R2.4.2）により都道府県が用意することとされている。 

・静岡県は、県内最初の施設として、静岡市内に１か所（客室数 155 室 最大収容 110 名程度）確保し、5月 14 日から運用を継続している。

・県は 6～7月にかけて県内の宿泊施設に対して意向調査を実施し、応募した施設を中心に施設の確保を進めている。 

・8月 7日、県内 2か所目となる西部地域の施設の確保を公表し、８月下旬から供用予定である。 

 施設名：トヨタ自動車㈱グローバル研修所（浜松市北区三ヶ日町都筑） ５階建・客室数 68 室 

・県は、今後の感染予測を踏まえ、東部・中部・西部地区に計 450 室の確保を目標としているが、地区毎では概ね 150 室の確保が必要とな

るため、この必要数の充足に向け、施設の確保に取り組んでいる。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

健康医療課 

軽症者向け療養施設の確

保について 

１か所目の療養施設は決まったとの報道があったが、２か所目のめどはどうか。 市民サポート浜

松 8 

回答 

№7の回答に同じ。 

メモ 

6



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

健康医療課 

軽症者及び無症状者の対

応について 

① 軽症者及び無症状者はホテルで療養するのか、自宅で療養するのか、判断の

基準・方法について伺う。 

② 感染者の家族に、幼い子や介護を必要とする家族がいる場合の配慮につい

て、家族のホテル入所を含め対応について伺う。 

③ 自宅待機となった家族との隔離マニュアル、自宅消毒のマニュアルの有無に

ついて伺う。 

自由民主党浜松 

9 

回答 

①及び② 陽性患者は症状に関わらず医療機関に入院するのが原則である。一方で、重症者等の患者が確実に入院できる医療体制を維持す

るため、軽症者及び無症状者で基礎疾患を持たないなどの条件を満たす場合は、宿泊療養施設が認められている。本市では原則として一

旦医療機関に入院し、症状悪化が見込まれない患者について、宿泊療養施設への搬送を行っている。また、日本小児科学会の見解（R2.4.23）

に基づき、保護者が陰性で子が陽性などの場合、患者を自宅療養とした事例がある。なお、陽性患者が陰性の家族を伴って宿泊療養施設

に入所した事例は現時点でない。 

③「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施に関する留意事項（第４版）」（厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策

本部 令和２年８月７日事務連絡）を参照されたい。 

メモ 

7



8



9



10
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

健康医療課 

退院者人数について 退院に向けての考え方や状況について伺う 市民クラブ 
10 

回答 

基本的に退院についての考え方は厚労省の退院基準に則っている。 

 ただし医療機関では単に期間を経過して退院とするのでなく、入院患者の容態を十分確認し、再発した場合は期間延長をさせることなど

の対応をしている。 

有症状者は発症日から、無症状者は検体採取日を基準として期間設定されている。 

クラスター発生以後の市内陽性者数は 8月 16 日現在で累計 170 人、うち入院中 18 人、宿泊施設療養中 6人、入院待機中 2人、残りの 144

人が、退院や療養解除となっている。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

健康福祉部 

健康医療課 

陽性患者退院後のケアに

ついて 

退院した患者さんへの医療と精神的ケアとして、どのようなことをどのくらい

の頻度で行っているか 

市民サポート浜

松 
11 

回答 

 厚労省の事務連絡により退院・解除後 4週間は患者自らが健康観察を行うこととなる。 

医療機関では退院される際に患者に対して、退院時にふたたび症状が出た場合などには速やかに帰国者・接触者相談センターへ連絡し、

その指示に従い医療機関を受診するよう依頼している。 

 感染に関する不安や心配がある場合は 24時間対応の新型コロナ受診相談窓口で対応している。 

なお、退院時には、「医療機関における「新型コロナウイルスの陰性が確認され退院される患者の方々へ」の配布について」（令和２年３月

６日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）に基づく留意事項が配布されている。 

メモ  

12



13



14



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

保健所 

保健総務課 

保健所の人員体制、多忙対

策について 

保健所の人員体制は大丈夫なのか。計画の立案はあるか。 

業務のアウトソーシングや他部署の応援を増やすべきでは。 
市民クラブ 12・13 

回答 

・国、県主導にて秋以降を想定した感染拡大に対応する体制は、部局を超えた応援職員の配置を準備し創案していた。 

・7月下旬からのクラスター対応は、短期的にこの想定を超えたものであるが、前述の応援体制と事業の精査、事務の創意工夫などで乗り切

れた。 

・今後、同様の事態の長期化に備えた体制整備を行っていく。 

・あわせて業務のアウトソーシングは、検査補助業務やコールセンター業務の委託など、5月補正、予備費充用、9月補正などを駆使して実

施している。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

保健所 

保健総務課 

生活衛生課 

PCR 検査について ① PCR 検査数の現状と今後の見通し 

② 200 件/日の方法と増強方針 

③ 厚労省の強化 6項目について、本市の取り組みは 

④ 医療、介護、保育施設等の従事者の検査について 

自由民主党浜松 

市民クラブ 

日本共産党浜松

市議団 

14・15・18・

19 

回答 

① 2/14～8/16 の集計で、検査件数は 3812 件、内 4/13 から開始した保健所での検体採取は、8/16 までで 2461 件。7/21～8/16 間で集計す

ると、検査件数が 2517 件、保健所での検体採取数が 2265 件となっている。今後の見通しについては不明だが、秋から冬にかけてのイン

フルエンザとの混在による検査数の増加はかなり見込まれると予想する。 

15



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

② 前記期間のうち、7/25 と 7/26 の 2 日にそれぞれ 204 件、201 件の検体採取を行った。この時はドライブスルーにて医師２人（保健所長

及び医監）が鼻腔拭い液を採取する方法で、緊急対応として、補助職員 6名と 9:30～16:30 まで 1日 6時間（休憩を除く）従事して実現

したもの。（現在の炎天下での継続は困難） 

・検査は、設備機器を強化した保健環境研究所のほか民間検査機関を活用することで理論上は 1000 件/日程度まで対応可能になっている。 

・検体採取は、現在、それぞれの検査事例の特徴をとらえて、唾液検査との併用を行い短時間で多量の採取ができるようになっており手法

は深化したが、今後、件数を拡充するには人員と実施場所の確保に課題がある。 

・人員については、医師会の協力や補助者等のアウトソーシングにて対応をしている。 

・場所については、広い駐車場を有し施設管理者及び近隣住民の承諾が得られることが条件となる。地元選出議員の支援は必須 

③ 6項目のそれぞれに対応している。 

（１） 検査能力の増強 ＝ 検査機器の整備、民間検査機関の活用 

（２） 唾液検査の活用促進 ＝ 採用済み（集団・組織的検査にメリットあり） 

（３） 行政検査に係る契約締結の促進 ＝ 浜松市医師会と締結済 

（４） 地域における感染状況を踏まえた幅広い検査 ＝ クラスター関連の追跡調査を実施中 

（５） 院内・施設内感染対策の強化 ＝ 各医療機関等で対応 

（６） 検査体制の更なる強化 ＝ 相談から結果判明まで、概ね 3日を実現している。 

④ 医療従事者に対しての PCR 検査については、令和 2 年 3 月 29 日厚生労働省結核感染症課からの電子メールに基づき「検査が必要と考え

られる場合においては積極的に検査」を実施している。また、令和 2年 6月 5日の「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（医療機関・検

査機関の方向け）」には、「医療従事者等、ハイリスクの者に接する機会のある業務に従事し、感染状況の評価が必要と考えられる場合等

において、検査を実施することがある。具体的には保健所に相談してください。」と示されていることから、これらに該当すると判断さ

れる施設又は従事者等から PCR 検査に係る相談があったときは、症状の有無、考慮すべき行動歴の有無及び濃厚接触者であるか否かに関

わらず、積極的疫学調査としての PCR 検査を検討・実施する。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

保健所 

保健総務課 

接待を伴う飲食店への PCR

検査について 

① 発送数、業務業態、返送数、検体の採取方法、結果のフィードバック 

② 陽性患者発生時の店名公表及び、陰性判定の公表について 

③ 申し込み率と進捗状況、お酒を提供する飲食店への PCR 検査を実施するか。

④ 自己負担での対応の可能性等について 

自由民主党浜松

市民サポート浜

松 
16・17 

回答 

〇8月 25 日厚生保健委員会にて事業説明予定 

① 8 月 7日 432 通を発送、うち 54 通が不達 ＝ 378 店が該当と推察する。 

・業務業態は、浜松市において食品衛生法に基づく、飲食店営業（バー）及び（キャバレー）の許可を得ている店舗 

・検体の採取方法は、店舗ごとの唾液採取容器の配付及び回収 

・感染者を発見、隔離治療することを目的とする。クラスター対応の効果、追跡調査の優位性については検証できると考えるが、対象店

舗及び対象区域の安全性や危険性を示すデータにはなり得ない。 

② 店舗ごと全員陰性の場合は、代表者あて連絡、陽性者が確認された場合は、本人告知のうえ、代表者へも連絡（書面等の発行はしない）、

店名はクラスター基準（従業員・利用客など一次感染者が 5名以上等）に基づき公表 

③ 8/19 現在 120 店申し込み率約 32％、進捗状況 885 人中 190 人まで検査済み、他の飲食店への PCR 検査の実施予定はない。 

④ 行政検査につき有料対応は不可能。保健所として、実施医療機関の情報はない。民間も積極的に営業をしている様子ではない。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

保健所 

生活衛生課 

情報管理システム「ハーシ

ス」の導入 

過重負担の保健所に強化として情報管理システム「ハーシス」の仕組みを導入

すれば早く事務処理ができ、人手不足解消になるので導入をしているとのこと。

医療機関まで導入されているか。いつまでに導入するか。 

公明党 

20 

回答 

・本市では、令和２年５月 29日、従前のシステム「ネシッド」に代わり「ハーシス」を導入している（ＩＤ配布）。 

・「ネシッド」では陽性患者の情報のみ報告していたが、新たに導入された「ハーシス」では、陽性患者の情報に加え、検査を受けたすべて

の患者の情報、陽性患者における毎日の健康観察の情報および濃厚接触者の情報を入力する必要があり、現在は保健所に非常勤職員を配置

し対応している。 

・これらの情報の内、検査をした患者の情報や入院した患者の日々の容態等の情報は、各医療機関にＩＤを配布することにより入力が可能

になる。 

・このため、現在、９月初旬にはＩＤを配布できるよう医療機関の担当者との間で導入に向け調整をしている。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

保健所 

生活衛生課 

COCOA 対応 国が始めた新型コロナウイルスの接触確認アプリ「COCOA」を活用するにあたり、

陽性が確認された方が陽性登録にあたり「処理番号」が必要となっている。 

この処理番号は、厚生省の感染者管理支援システム「HER-SYS(ハーシス）」に入

力することで処理番号が陽性者にメールやショートメッセージで通知される仕

組みとなっている。 

しかしながら、一部報道ではこの処理番号がすみやかに陽性者に届かず、その

要因として保健所の職員らのHER-SYSへの入力対応の遅れが報道されていたが、

本市における処理番号の入力実績や対応スピードについて伺う。保健所職員が

多忙で余裕がないとなれば、他の部局からの応援をしてでも接触確認アプリが

有効に機能出来ることを考えるべき。 

市民クラブ 

21 

回答 

・浜松市内で確認された新型コロナウイルス感染症確定患者に聞き取り調査をした結果、「ＣＯＣＯＡ」を登録していたのは８月 20 日時点

で３名 

・このうち、７月に確認された患者１名については、「ハーシス」の導入段階における「ＣＯＣＯＡ」との連携などに不具合があり、処理番

号の通知がされなかった。 

・８月以降確認された患者２名については、速やかに処理番号を通知している。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

保健所 

生活衛生課 

陽性患者の情報公表のガ

イドラインについて 

陽性患者の行動履歴などの情報公表について基準があるか伺う。 自由民主党浜松 
22 

回答 

・情報公表についての基準は示されていないが、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第 16 条に基づき、感染症の

発生を予防し、又はそのまん延を防止するために必要な情報については、個人情報の保護に留意したうえで公表している。 

・具体的には、個人の居住地、年齢、性別等のプロフィールについては、公表を前提に確認をしているが、感染予防につながる行動履歴の

把握を優先するため、患者が希望しない情報は非公表としている。 

・聞き取った行動履歴については、感染予防対策や接触者が確認することができず、新たな感染源となる恐れがある場合は、立ち寄り先の

事業所名を含め積極的に情報を公開するよう努めている。 

・なお、個人がプロフィールの公表をためらう理由は、個々の生活事情によるところもあるが、多くは、風評被害等の心理的な圧迫による

ものである。 

・事業者については、公表についての考え方が積極的なところと消極的なところと二分している。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

産業振興課 

商業振興担当 

景気対策について 事業者支援ではなく、市民の生活支援と景気回復策として、デジタル対応でき

ない市民に対しての、景気回復支援策は検討しているか伺う。 

自由民主党浜松 

23 

回答 

・農林水産省において実施が予定されている Go To Eat キャンペーンの受託事業者について、８月７日まで公募が行われ、８月下旬に採択

が行われる予定です。 

・応募申請が可能な受託事業者は、都道府県商工会議所連合会、都道府県商工会連合会などや地域商社、旅行会社、金融機関など民間事業

者です。 

・静岡県内では、事業実施を予定する県内の商工団体が申請しています。 

・これにより、国に採択された場合には、飲食店を予約・来店した消費者に対し、次回以降に使用できるポイントが付与される「オンライ

ン飲食予約」に加え、25％のプレミアムが付与された「食事券」が県内で利用可能となります。 

メモ 

21



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

産業振興課 

商業振興担当 

まちなかオープンテラス

について 

・現状と課題 市民サポート浜

松 24 

回答 

・まちなかオープンテラスは６月 19 日より 23 店舗で開始しましたが、追加の参加要望により現在 35 店舗の参加を得て、継続実施中です。

・６、７月は梅雨の影響により、なかなか店先にテラス席を設けることができなかったこと、また、まちなかの店舗でクラスター発生によ

り来街者が大幅に落ち込んだことにより、十分な効果が発揮できたとは言えないものの、各店舗に行ったアンケートやヒアリング結果に

よると、「３密にならないような環境を作れた」「お店に目を留めてくれるお客様は増えた」「長く続けて欲しい」「まちなかの活性化に向

けてきっかけとなる」などの声があがっており、取り組み自体は好評となっています。

・開始以降、対象路線を追加して欲しいとの要望が多いが、警察協議を行う中で歩道幅員の十分な確保が必要となるため、特定の路線での

実施に限られることが課題です。 

・また、現在、実施期間が８月末までとなっていますが、３密対策などの効果もあることから、11 月末まで延長できるよう警察などと調整

を進めています。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

観光 CP 課 

はままつ LINE コロナ身守

りシステム 

・LINE を活用したはままつ LINE コロナ身守りシステムの登録件数の状況と使用

された実績について伺う。 

・LINE を活用したはままつ LINE コロナ身守りシステムの仕組みでは、保健所が

浜松市 LINE 公式アカウント「しゃんべぇ情報局」に陽性者の情報を入力するこ

とでアプリ利用者にメッセージが届くと認識しているが、多忙を極めていると

思われる保健所において本アプリへの入力作業の状況について伺う。もし遅延

が発生していることがあるのであれば、保健所以外の部署職員が応援で対応す

ることを考えるべき。 

市民クラブ 25 

回答 

・令和２年８月２１日現在、システム登録件数（QR コード申請件数）は、３,３１５件で、これまでの感染者で使用実績はありません。 

・LINE コロナ身守りシステムの登録者が、感染した際の流れは以下のとおりとなります。 

①保健所が感染者の行動履歴を確認します。 

②保健所が感染者の立ち寄った店舗に対し、濃厚接触者を特定するためのヒアリングをする際に、「LINE コロナ身守りシステム」を導入し

ているかも確認します。 

③「LINE コロナ身守りシステム」を導入している店舗があった場合、保健所が広聴広報課に対象店舗を伝えます。 

④広聴広報課が店舗及び時間帯を LINE 側に連絡します。 

 ※消毒、三密対策など店舗の感染対策状況を踏まえ時間帯を決定します。 

⑤LINE 側が広聴広報課からの情報に基づき特定した方にメールを送ります。 

以上の流れとなりますので、「LINE 身守りシステム」導入に伴う保健所の負担はほとんど生じません。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

観光 CP 課 

PayPay キャンペーンにつ

いて 

①事業者支援として実施した PayPay 施策の実績と、効果検証はどうか伺う。 

②事業者支援として実施した PayPay 施策の予算執行額が、余っている場合の事

業の延長や同様他者による施策転換の考えはないのか。 

自由民主党浜松 26 

回答 

①・キャンペーン開始前に比べて市内での PayPay での決済回数は、約２倍に増加しました。 

・開始前に市内の登録店舗が約６００件増加しました。 

・経済効果については、速報値ですが、７月１日～７月３１日の間の PayPay の消費額で約２０億円になる見込みです。 

②・執行状況につきましては、現在集計を行っているところですが、期間中、２.５億円のポイント付与の見込みで、予算残は約２億円以上

となる見込みです。今後、国のマイナポイントや GoTo イートキャンペーンの状況を見極めて事業の再実施について判断してまいります。

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

観光 CP 課 

PayPay キャンペーンにつ

いて 

・PayPay キャンペーンの結果、実施店の反応、市民からの問い合わせや意見な

どの反応は、それぞれどうであったか。 

市民ｻﾎﾟｰﾄ浜松 
27 

回答 

・実施店の反応については、３０％のポイントバックはインパクトがあり、キャンペーンにより来客者が増えて有難いという意見が多くあ

りました。 

・市民からの問い合わせや意見については、高齢者から PayPay の利用方法を教えてほしいとの意見が多くありました。また、普段行かない

店舗へ行く機会ができたという意見や非常に有難いとの意見もありました。 

・一方で他のキャッシュレスサービスでも実施してほしいという意見がありました。 

メモ 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

観光 CP 課 

はままつ安全・安心な飲食

店認証制度 

8 月 7日からはままつ安全・安心な飲食店認証制度の申請が始まっているが、申

請状況はどうか 
市民クラブ 28 

回答 

・８月２１日現在、申請数：１９４件、認証件数：１３３件です。 

メモ  

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

観光 CP 課 

はままつ安全・安心な飲食

店認証制度 

はままつ安全・安心な飲食店認証制度の内容を含めて対象となる店舗に確実に

伝えていくことが重要になると思われる。 

ついては、①この制度に関する相談窓口を多く用意すべきと考えるが、対応は

どうか。②外国人の経営する店舗への対応は出来ているのか。 

市民クラブ 29 

回答 

①コールセンターや当課で相談を受け付けておりますが、現時点では、まだ余裕がある状況です。 

②外国人の経営する店舗から問い合わせがあった場合には、国際課と連携して対応してまいります。 

メモ  
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

学校教育部 

教育施設課 

空調設備の運用 換気のために窓を開けての空調では目標の室温にならないと聞く。現状 28℃と

されている設定温度を下げることは考えていないのか。 

市民クラブ 
30 

回答 

・新型コロナウイルス感染症対策に伴う冷房時における教室の換気方法は、対角線上の２方向もしくは４方向の窓や扉を約 10cm 開放するこ

ととしている。 

・室温が 28℃に下がらないとの報告を受けた学校については、現状確認し換気方法を適正に行うことで室温の維持を図っている。 

・今後においても換気方法の確認と指導、機器の不具合の有無など原因を調査することで、適切な室温維持を図っていく。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

学校教育部 

教育センター 

指導課 

教育施設課 

オンライン授業 ①動画等配信に関わる教職員研修の状況。各学校内で学習用動画作成や配信が

できる状況になっているのか。 

②クラウド型学習プラットフォームの利用状況。臨時休業になった際にすぐに

活用できる状況にあるのか。 

市民クラブ 31 

回答 

・グーグル社のクラウド型学習プラットフォーム「Ｇ－Ｓｕｉｔｅ」を利用した動画配信に係る教職員用のマニュアルを作成し、５月８日

に配付し、このマニュアルに基づいた研修を５月 11、12 日に実施した。各学校はマニュアル視聴、研修参加いずれかの方法で動画の配信

方法を学んでいる。 

・８月 17 日に改めて「Ｇ－Ｓｕｉｔｅ研修会」を行い、一方的な動画配信だけでなく、教師と児童生徒が双方向で話し合う方法やアンケー

トや小テストの実施方法について研修した。本研修のマニュアルも配付し、すべての教職員が今後も利用できるようになっている。 

・教職員用のマニュアルをもとに、各学校は、３つの密が重ならないよう終業式や集会等において利用したり、他校の職員とのオンライン

会議を実施している。また、従来行っていた教育活動に講師を招くことができないため、遠隔による実践も見られる。 

26



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

・アンケートやプリントの配付・回収ができるアプリケーションの利用も増えてきており、臨時休業になった際にすぐに活用できるよう、

各学校で取組を進めている状況である。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

学校教育部 

教職員課 

緊急スクール・サポーター

について 

緊急スクール・サポーターの現状と課題 市民サポート浜

松 
32 

回答 

・授業の合間や１日の授業終了後の消毒作業や児童生徒の健康観察票のとりまとめ作業など、新型コロナウイルス感染症対策の強化を図る

ことで増加した業務をサポートし、教員が子供の学びの保障に注力できるようにするため、18 学級以上の小学校 46 校、15 学級以上の中

学校 26 校に配置することを予定している。 

・現状は、令和２年７月 30 日に市内の大学に募集案内を送付するとともに、市ホームページへの掲載や報道発表により広く公募を行ってい

る。申込期限は同年８月 11 日までとしており、８月 17日現在で 56 人の学生等から応募がある。 

・募集人数は 72 人のため、引き続き市内に在住する大学等の学生や市内の大学等に通う学生に対して案内し、人員の確保に努めていく。 

・小中学校への配置は８月下旬の２学期開始時を予定。現時点では必要人数の確保には至っていないため、大規模校を優先に配置を進める。

メモ 

27



新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

学校教育部 

健康安全課 

消毒作業 教員が、学校内の消毒作業を行っていると聞いているが、教員は本来の児童・

生徒への教育に集中し、これまでの学業の遅れを挽回することに集中させるべ

き。学校内の消毒作業はアウトソーシングで対応すべきと考えるがどうか。 

市民クラブ 

33 

回答 

・文部科学省の「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～（2020.8.6Ver.3）」 

によると、消毒による一時的な効果を期待するよりも、清掃により清潔な空間を保ち、健康的な生活により児童生徒の免疫力を高め、手 

洗いを徹底することの方が重要であると示されている。したがって、学校内の日常的な消毒作業については、教員だけが行うのではなく 

通常の清掃活動の一環として、発達段階に応じた児童生徒による簡易な消毒作業の実施についても検討するなど持続可能な体制づくりが 

必要であると考えている。 

・また、消毒作業を実施する場合には、緊急スクール・サポーター等も活用し、教員への過度な負担とならないよう配慮していく。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

学校教育部 

健康安全課 

感染発生対応 学校で児童生徒、職員に陽性者が確認された際、保護者への伝え方が重要であ

り、伝え方によっては、誹謗中傷などに結び付いてしまう懸念があるため、特

に注意が必要と思われる。教育委員会で統一した文書ひな型を作成してはどう

か。 

市民クラブ 

34 

回答 

・学校内において陽性者が確認された場合には、保健所・学校・教育委員会が連携し、濃厚接触者の特定や臨時休業、校内の消毒作業等、 

必要な対策を実施することを基本としている。 

・臨時休業や行事の中止等により、全保護者に影響を及ぼす場合には、個人が特定されることがないよう、人権の尊重及び個人情報保護に 

配慮をしつつ、速やかに緊急連絡を行うこととしている。 
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新型コロナウイルス感染症対策特別委員会 確認事項（回答） 

・全保護者に知らせる緊急連絡の参考例については、すでに全ての学校に対し通知済みであるが、事案により対応が異なることも想定され 

ることから、発出する際は、学校と教育委員会で内容の調整を行い、児童生徒に陽性者が確認された場合には、その保護者に確認を取っ 

たうえで、全保護者に伝えている。 

・陽性者へのいじめや誹謗中傷や差別をするような行為は断じて許されるものではないため、令和２年７月 30 日付け学校宛て通知「新型 

コロナウイルス感染症をみんなで乗り越えましょう」を発出し、児童生徒と保護者に向けてメッセージを送ったところである。 

メモ 

所管部局課名 項目 内容 会派名 № 

産業部 

産業総務課 
報告事項 

6 月の特別委員会において、「中小企業の状況（廃業や倒産の状況など）」につい

て、定期的に報告してほしいと意見があり報告するもの 
- - 

回答 

東京商工リサーチの静岡県下企業倒産動向によると、浜松市内企業の 6 月における倒産件数は 5 件で、過去 3 年間の平均値と同等の数値

となっている。令和 2年 4月から 6月までの 3か月間の倒産件数は 12 件、前年同月は 11件、前々年同月は 18件で、例年と大きく相違して

いない。 

また、廃業等の情報に接する機会のある浜松商工会議所など関係機関への聞き取りでは、廃業等件数を数値に示すことはできないが、現

場の感触としては、これまでの聞き取りと同様、例年と変わらない旨を聞き取っている。 

これらのことから、現状では、廃業や倒産に至るまでの新型コロナウイルス感染症による影響は表れていないが、全国で感染がふたたび

広まっていることや市内でのクラスターの発生等により飲食店や旅行関係業者などを中心に経営は依然厳しい状況にあり、今後、影響が顕

在化することも考えられることから、引き続き商工会議所など関係機関からの情報収集等に努めていく。 

メモ 
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